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1.　はじめに
1)問題の背景
平成23年3月1 1日に発生した東日本大震災(註1)は,東北の太平洋沿岸を中心とす
る東日本全体に甚大な被害をもたらした.このような災害(註2)に対して人々は,遥か昔
から知恵や力を合わせて災害と戦ってきた.
自然災害-の対策は,社会にとって重要である.特に,行致は,建物の整備や規制に関
することから,防災訓練や防災組織の育成に至るまで幅広い活動を担う役割がある.しか
し,行政による防災対策(註3)だけでは限界があるため,社会の中には,自治会などを中
心に自主的に防災組織を結成し防災活動を行っている事例も多数存在する.このような行
政や防災組織では,地域の防災計画や避難計画を作成して,その計画を基に定期的に防災
訓練を実施している.
しかしながら,今回の地震と津波は,宮古市田老地区の防潮堤や釜石市の湾口防波堤な
ど,日本の先端技術によってつくられた防災施設を瞬く間に破壊した.それだけでなく,
家屋や人,生活の全てをのみ込んでいった.
この出来事は,いくら防災施設の整備を進めても,住民が適切な避難行動をとらなけれ
ば災害による被害を未然に防ぐことが出来ないことを示している.
このような悲惨な事態を二度と繰り返さないためにも,住民の命を守るという原点に戻
り,地域の実情に合わせた効果的な防災対策を考え直すことが求められている.
2)先行研究の整理
災害発生時における避難は,被害を最小化するうえで最も重要である.しかしながら,
住民個々の意識や考え方によって避難に大きなばらつきがあるため,実効性のある防災対
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策を作用させるには最も難しい分野でもある.
社会心理学の一つである防災心理学では,そういった災害時に人々に現れる心理的状態
を分析することで,避難する際,適切な行動をとるための対策について研究がなされてき
た.
人が避難するためには,自身や自身の家族などに危険が迫ってきていることを認識させ
ることが必要である.防災心理学研究者である広瀬弘忠氏(東京女子大学名誉教授)によ
ると,災害時において人が危険と感じる心理について,人が感じる,いわゆる｢危険｣は
主観的であり,危険を認知する際には心理的に様々なバイアス(偏向)がかかる.それは,
災害の情報を得たとき,経験や過去の例といった自分の知識における簡便な原則を用いて,
直感的な認識で捉える｢認知バイアス｣ (註4)の一つである｢正常性バイアス｣ (註5)が
働くのである.この｢正常性バイアス｣は｢危険を無視することによって心的バランスを
保とうとする自我防衛規制｣であり,それが避難行動を遅らせる主要な原因の一つである
ことを指摘する.
さらに,避難行動の際,人は過去に経験のない事が身に降りかかると,盲目的に周囲の
人と同じ行動をとる｢同調性バイアス｣ (註6)が働く傾向がある.このバイアスは,とり
あえず避難しても,その行動は自分が得だ情報に基づいて適切な考える行動をとるわけで
はなく,周囲の人の状況に流されただけの行動によるものである.
広瀬氏をはじめ多くの研究者らは,こうしたバイアスが人々の適切な避難行動を妨げる
ため,これを解消する防災対策が必要であると指摘している.
このようなバイアスを予防する手段として,広瀬氏は,正確な情報を基に住民,行政及
び専門家がそれぞれの役割分担を明確にして防災について話し合う｢リスクコミュニケー
ション｣ (註7)を提示している.
一方,防災人間科学分野においてアクションリサーチ(註8)という姿勢で活動を行う矢
守克也氏(京都大学防災研究所巨大災害研究センター教授)は,別の見解を示している.
まず,矢守氏は,従来から提示してきた災害時における人々の心理とその対策に対して,
｢正常性バイアス｣は結果論であり,専門家や関係者が,被災者-のインタビュー等を通
して,回顧的に意味付けしたものであると指摘する.むしろ,本当の課題はこの｢正常性
バイアス｣という言葉が先行することで,防災対策を阻害しているのではないかという視
点から事態を調査分析すべきであると指摘している.
これまでの理解では, ｢正常性バイアス｣について,人々が災害に対する情報を適切に処
理せず,事態を楽観視することによって発生するものだと捉えられていた.
矢守氏は,これを克服するための方法として, ｢人々が事態を楽観視しないよう,そのた
めの防災教育(訓練)が必要だ｣というト-トロジカルな解説と対策が従来繰り返されてきた
ことが問題であると指摘する.
例えば｢適切な避難行動をとるためには正確な情報に基づいて行動すべきだ｣という考
え方は, ｢正確な情報｣がなければ適切な避難行動が出来ないことを示すことにもなる.つ
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まり,行政や専門家から発信される情報を｢正確な情報｣とみなし,その情報に依存する
あまり,適切な避難行動がとられない,または遅れてしまうという危険性がある.
欠字氏によれば,こうした堂々巡りからの脱却には｢ジョイン&シェア｣ (註9) (参加と
共有)の取り組みが有効であるとしている.この取り組みは,行政や専門家が｢防災マッ
プ｣ (詰10)を作成し,それを住民に配布･周知するというものではなく,住民と担当者が
一緒になって｢防災マップ｣を作り上げていくことである.
ここでは,マップの完成を最終的な目的とするのではなく,マップを作成する過程で,
参加者が災害に備えて必要となる情報を考え,佃談しあうことで交流機会を生み出し,住
民自らが避難のあり方を考えることが目的である.同時に,専門家や行政,住民などそれ
ぞれの立場の視点ではこれまで気が付かなかった危険を発見するという効果を生み出すこ
とも期待されている.
矢守氏は,このような活動を通じて,住民を災害情報の受信者から発信者-と変身させ
ていく過程が｢ジョイン&シェア｣であり,さらに専門家や行政,住民間において暗黙的
な意識の共有化も実現できると提言している.
3)研究の目的
上記の先行研究の共通点は｢情報の共有｣である.関係者間で同じ認識を持ち,正確な
情報をもとにして互いに意思疎通を図ることの重要性である.
しかしながら,その実現方法について,両者でアプローチの方法が異なる.
広瀬氏は｢利害関係者の間で意見を出し合い,それぞれの役割を明らかにしてスムーズ
な対応をとる｣方法である.
･方,矢守氏は,専門家や行政などから提供される｢情報｣が必ずしも十分でないこと
を前提として, ｢行政や専門家,住民といった関係者間の役割に縛られることなく,むしろ
情報の受発信者として住民を中心に据えて,そこで形成される規範にのっとり意思疎通を
行う｣方法である.
第1表　先行研究の相違点及び共通点
広瀬氏 冢韶x??
正確な情報のやり取りによる共有 ?ｲ??
(リスクコミュニケーション) 
暗黙的な認識(規範)の共有 ??○ 
(ジョイン&シェア) 
注)筆者作成
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矢守氏は,災害対応において,情報の出し手と受け手が互いにどういったことを言って
いるのか,逆に簡略化しているのかを暗黙的に共有できることが必要であるとしている.
同氏の研究は,阪神･淡路大震災や新潟県中越地震など,実際の災害現場で綿密な調査
を行っており,その結果をふまえて理論化したものである.その上で,現場レベルでのフ
ィードバックを通して様々な取り組みを実践している.
以上から,本研究では,矢守氏の理論をもとにして,宮城県七ヶ浜町の花淵浜地区にお
ける防災会の取り組みを調査し,その結果から今後の防災対策で必要となる要件を抽出す
る.
註1)平成23年3月11日14時46分に発生した東日本大震災の震源は,宮城県牡鹿半島の東南東約130
km深さ24血で地震の規模を示すマグニチュードは国内の観測史上最大となる9.0を記録した.こ
の地震により,宮城県栗原市では,震度7を観測するなど各地で極めて強い揺れを観測した.この
地震により発生した津波は,北海道から沖縄県に至る国内の広い範囲で観測されたほかハワイや北
米･南米等にまで到達した.特に,東北地方の岩手･宮城･福島･茨城県においては,想定以上の
非常に高い津波が襲来した.この地震と津波による人的被害や家屋等の被害状況については,現在
も調査が続いているが,平成23年12月16日時点では,死者と行方不明者は19,323人にのぼり,
全･半壊した建物も355,292棟を数える.
2)暴風,豪雨,豪雪,洪水,高潮,地震,津波,噴火その他の異常な自然現象又は大規模な火事若し
くは爆発その他その及ぼす被害の程度においてこれらに類する政令で定める原因により牛ずる被害
(災害対策基本法).
3)災害が発生する前から,予想される災害に対して被害を軽減するため備えた対策のことである.施
設整備等のいわゆるハード面での対策と避難訓練等のソフト面での対策がある.
4)人間の認知能力には限界があることから,複雑な問題解決のための意思決定を行うときには,暗黙
のうちに簡便な解法や原則を用いて直観的に判断することである. (ヒューリスティック･モデル).
5)認知バイアスの一つ.災害や大規模事故などに遭遇する人が,周囲の環境が突然大きく変化したと
しても『大したことにはならないはずだ』, 『自分だけは大丈夫なはずだ』と思いこもうとする自己
防衛的心理が発生する現象のことである.
6)認知バイアスの一つ.集団に属することで｢集団の規範｣に従ってしまい独自の判断で個人行動を
とれなくなった結果,他人の行動に左右されてしまう現象のことである.
7)社会を取り巻くリスクに関して正確な情報を,行政や専門家,企業,市民などの利害関係者の間で
共有し,相互に意思疎通を図ることである.
8)理想とする社会の思いを共有する研究者と研究対象者とが展開する協働的な社会実践のこと.
9)災害情報の発信者と受信者,災害情報に関するプロフェッショナルとアマチュア,援護者と要援護
者といった固定的な区分を克服して多くの人が災害情報を共同生成しようとする試み.
10)災害による被害を軽減するため,地域の特性と災害,防災に関する情報を解説や説明を加えて地図
化したもの,
-109-
大規模災害における住民の避難行動に関する一考察
2.事例調査
1 )宮城県七ヶ浜町の防災対策
七ヶ浜町での事例を調査するにあたり,まず同町の防災に係る概要および今回の地震へ
の対応を整理する.
ここでは,同町内にある花淵浜地区の取り組みに焦点を当て,花淵浜地区に住む行政や
住民が今回の地震と津波に対してどのような行動を選択したか資料収集や聞き取りを実施
した.
当初,七ヶ浜町では,平成16年3月に宮城県が作成した宮城県沖地震による被害想定調
査を基づいて防災計画を策定していたほか,行政のみならず地域社会全体で防災意識を高
めるために,町内の各自治会を母体とした自主防災組織の結成と育成を進めてきた.
加えて, 2010年2月27日に発生したチリ沖地震の際,沿岸の海苔養殖等に大きな被害
を受けた経験から, 2010年秋には同町全体で防災訓練を実施した(註1).
2)七ヶ浜町の被害状況
七ヶ浜町では,震度5強の強い揺れを観測するとともに,発生した津波は菖蒲田浜地区
において, 12.05m (潮位補正後)の高さにまで到達した(註2).
この津波は,海沿いの地区を中心に多くの住宅を押し流し,波は内陸部に至るまで押し
寄せ,住宅や農地など広い面積に被害をもたらした.
第2表は,想定されたデータと七ヶ浜町の実際の被害状況を比較したものである.
七ヶ浜町において観測された震度は想定以下であったものの,津波の規模は想定以上で
あった.しかも最高水位の出現時間が想定の半分程度であったことから,短時間で巨大な
津波が押し寄せてきたことが伺える.その結果,人的被害では,想定をはるかに超えた91
第2表　宮城県第3次地震被害想定調査と東日本大震災との比較
宮城県沖地震(想定) 剳ｽ成23年 東日本大震災 儖Xﾖﾂ??5B?
単独 (海洋型) 刋??愛9vﾘﾅ竰?
マグニチュード ?.6 唐? 俯X9iVﾉ*ﾉ?ﾝ?ﾈｻｸﾇh枌?
平均震度 ?.46 迭縱b?.4 俯X9iVﾉ*ﾉ?ﾝ?ﾈｻｸﾇh枌?
震度6強以上面積率 ?.OO牝 釘纉???
震度6弱面積率 ?0.98% 涛?#???
建築物 仞?9??棟 ?i8?683模 俯X9iVﾉ*ﾉ?ﾝ?ﾈｻｸﾇh枌?半壊数 都I8?570棟 田?8?七ヶ浜町震災復興計画 
焼失数 ?8?28様 ? 
人的 倩?)??ﾉj??0人 ???1人 俯X9iVﾉ*ﾉ?ﾝ?ﾈｻｸﾇh枌?負傷者数 妬??0人 ? 
短期避難音数 ?CI??,131人 澱ﾃ?9??23.3.15時点 
津波の高さ ?m超 ?ﾙ+B?2.05m ?ﾉ?ｩgｹ??ﾝ?9Fxﾘy:?+(ﾛ?8ｸ?7J?ｨ?8??糜?
浸水面積 ?.3? ?緜? ?
津波到達時間 ?0分位 鉄?ｨ犬?n震発生とほぼ同時 ?隱ｨ?極?,X,ﾈｴﾉ??ｴ8?*?ｨ?8?h?耳5ﾘ.h.ｒ?
最高水位出現時間 ?6分位 田9Zｨ犬?4分後 
注)筆者作成
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名の尊い命が奪われた.災害時の避難者数は,地震発生直後から数日を-た3月15日時点
でも, 6,143人もの人が避難所にいた.
以上,今回の人及び建物-の被害が想定を大幅に超えた大きな理由は,津波の大きさが
想定以上だったことに加え,到達時間が想定よりも短かったことによるものと考えられる.
3)七ヶ浜町の対応
地震発生直後に発令された大津波警報(10m以上の津波)を受け,ただちに緊急サイレ
ン･防災行政無線･消防車両広報などにより住民に対し避難指示を発令するとともに,町
内にある水門･防潮門扉等の閉鎖や,避難活動を開始した.
地震発生4分後の2時50分には,町長を本部長とする七ヶ浜町災害対策本部を以下のと
おり設置し,住民の避難指示や被害の状況把握等を行った.
4)七ヶ浜町花渕浜地区における取り組み
七ヶ浜町内にある花渕浜地区では,いずれ来る宮城県沖地震(特に連動型)に備えて自
主防災会を結成しており,平成22年12月には, ｢花渕浜地区防災計画書｣を作成していた.
この計画書や防災マップを作成するために,年4回ほど住民が集まり災害発生時の避難や
対応を話し合う機会を設けていた.
この取り組みは,花渕浜地区の住民でもあった東北学院大学の宮城豊彦教授の発案がき
っかけとなって行われた.当地区では,宮城教授の技術的な支援をもとに,地域の高低差
や避難場所の海抜,住宅地図情報などを複層的に組み込んだGISを活用した防災マップ及
びそのマップに基づく災害時の対応マニュアルづくりを住民が中心となって行ってきた.
防災マップには,津波の予想浸水エリアとその水深が記されている.さらに各戸が色分
けされていて,高齢者から子供まで自分の避難場所が即座に分かるよう配慮されている.
これにより,災害発生時において互いに助け合い,住民が速やかに避難所まで到着できる
ような地図になっている.
防災マップづくりと並行して作成されていた災害時対応マニュアルには,自主防災会が
指定した避難所や町指定の避難場所,責任者の連絡先や,行動マニュアル等が簡潔に記載
されている.自主防災会指定の避難所については,その標高も記載されている.
このマニュアルによれば,自主防災会及び町が指定した一時避難所である同性寺の海抜
は2.8mしかないことが記されている.
さらに,マニュアルには｢想定を超える津波の恐れがあるときは,自らの判断･責任に
おいて,安全な高台に避難すること!｣という指針も記されていた.つまり,綿密に作り
上げた防災マップや災害時マニュアルであっても,漫然とそれに従うのではなく自ら考え
行動することが重要であると強調されている.
5)自主防災会リーダーの避難行動
地震発生当時の花渕浜地区における避難行動について,自主防災会リーダーの行動に焦
点を当てる.
今回の地震発生時,七ヶ浜町花渕浜地区の防災組織リーダーであるS氏をはじめ多くの
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住民は,前述した防災マップやマニュアルに従い指定の避難場所である同性寺に避難した.
このとき,同性寺に避難した人の中には,多数の高齢者がいた.
S氏は,避難後,防災無線等から押し寄せる津波の大きさが5m以上という情報を耳にし
た.同氏は,津波の大きさが防災計画の想定以上であると即座に判断し,近くの幼稚園バ
スを借りて, 30分かけて数百メートル離れた高台に住民を避難させた(註3).その後,最
初に避難した寺は津波にのみ込まれた.
S氏o)咄嗟の判断が住民60名の命を救った.
6)行政担当者の災害対応
地震発生後に七ヶ浜町がどのような防災体制を構築したのか,もう一つの事例として防
災担当の職員の行動に焦点を当てる.
七ヶ浜町は,大津波による被害だけでなく,地震による停電や断水,近接する石油精製
施設の爆発事故など,多くの住民が避難を強いられた.
自治体には,真っ先に災害の拡大防止と避難者の安全確保が求められる.通常,市町村
では災害に備えて防災計画を作成しており,災害発生後はその防災計画に則って対応する.
七ヶ浜町の防災計画は,宮城県沖地震を想定して作成されている.震度5以上の場合,
第3表に示したとおり,町長を本部長とした災害対策本部が設置され,組織とそれに応じ
た事務分掌が定められていたほか,避難所となる施設も列挙されている.
防災計画によると,避難所の設置･運営は,救助部(地域福祉課,町民課,健康増進課,
環境生活課)及び,国際村を管理している教育部(教育員会,国際村)が対応することが
決められている.
しかしながら,救助部は食料の調達や炊き出しの手配のほか,避難所の開設･運営に欠
くこととできない重要な任務も併任しているため,実際に各避難所に出向き,住民の安否
確認やその他の運営業務に従事できる職員は,防災計画によって配置されていた職員数を
下回った(註4).
地震当時,総務課職員として災害対策本部の設置･運営にあたっていた0氏は,被害が
防災計画の想定以上であったため,津波被害から免れた避難所には相当数の住民が集まっ
ているだろうと予測したが,その実態を把握するには困難な状況だった.
そこで0氏は,マニュアルに記載されているような縦割り業務のままでは事態に対応で
きないと判断した.同氏は,先ずは住民の安否確認と避難所の設置･運営することが住民
の安全確保の面で最重要課題であると考え,防災計画を一部変更し実行した.
第4表は,実際の職員数をまとめたものである.避難者約6,000人に対して,職員75人
が避難所に配置された.これに加えて,地域福祉課を中'いこ,職員30人程度が食料確保に
従事していた実態を合わせると全職員の60%以上にあたる105人の職員が避難者の対応に
あたっていた.
特に注目すべき点は,救助部の一翼を担っている地域福祉課が直接的な避難所運営に従
事せず,食料の調達や炊き出しの手配などに全力を傾注していたことである.これは,そ
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の後,長期にわたった避難生活において,避難者に対する心身両面のケアに大きなプラス
効果をもたらした.
このように,七ヶ浜町の災害対策本部では,想定外の事態に対し,既存の指揮･命令系
統を活かしつつも, 0氏及び職員らは,臨機応変に役場が持つ人的及び物的資源を避難所
の運営に集中投下していった.その結果,多くの避難者で溢れかえった避難所に秩序と安
全･安心をもたらすという極めて重要なミッションを遂行することができた･
o氏のこの提案は既存の防災計画と異なるため,当然のごとく職員内部から反発を受け
たものの,同氏自ら｢とりあえず3日間だけ, 1課で1避難所の運営にあたって欲しい｣
と説明し,提案に疑問を持つ人たちを説得して回った･
このような合意形成過程を踏みながら,既存の枠に縛られない対応は0氏の住民を第一
に考えた強い意識によるものである.
この方法を採用した0氏は,事例1に挙げた花渕浜地区の出身であった･同氏は,町役
場の災害対策本部員として防災計画の内容を把握するだけではなく,前述のとおり日頃か
ら住民や専門家と共に災害に対する学習を積み重ねており･さらにそこでの対話を通して
実地の情報にも精通していた.
第3表　七ヶ浜町災害対策本部配置表
人数, 参加社数 ?9?醜,??-?乖Hﾘr?
1 冏ｹYI+r?ﾉ+r????.60% 
2 ??ｹgｹYI+r浦ｹ*ﾉ+r霆8孜+r????.20% 
3 ??ﾙk?B?ﾙk?･政策課,議会事務局) ?9??3.70% 
4 ????B萎?ﾒ?税務課,会計課) ?9??3.70% 
5 佰ｲ?ﾘ?YB?闔b?沁ラﾛ,町民課.健康推進課.環境生活課) 田?ﾂ?5.70% 
6 ??仂iYB亥仂b? 悼??.80% 
7 佶ｩ?YB伊ｩ?? 悼??.80% 
8 ?Y;兀B?Y;倬hｼh????ﾂ?.00% 
9 佰ｲ?8孜YB綾8支効醜橙鞁?ｹ???9??9.60% 
10 傲?)YB蔭??8蹴????? 
ll 俯X9iVﾉ*ﾈﾉｩ???ｺh橙胃??i.ｒ?S?ﾂ? 
12 ?9|8ｴ?b?2?ﾟ.看護師等々診療所) ??ﾂ? 
13 ??ﾘﾘy?V傅ﾉHHｼb???? 
14 僞){??ｸ馼ｼh??Hｴ9?OXﾔ磯hｼh?9?????- 
※ ｢全職員に占める割合｣は1-9までの総和168人を基に算出
(関係機関の配備状況)
人数 
1 凛H?齪??X?ｨ怏?#)??-?忠?xﾘ醜ｭﾈ-竰?20人 
2 ?hｩ杏井??ﾇ井??ﾘ醜ｭﾈ-竰?5人 
3 俯X9iVﾉ*ﾈ?f飲??f斡?i?xﾘ醜ｭﾈ-竰?3人 
出所.七ヶ浜町ホームページより
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第4表　七ヶ浜町避難所等における避難者数と担当職員数
(震災時における避難者ピーク時. 3月1 5日1 2時時点)
1 俯X9iVﾈﾙ?ｹ??89人 俛?ｨﾝｹ.?7人 
2 ?h匣ﾏij??1,000人 ?h･Xｧx?擺?1人 
3 ?Y;倬hｼh?檍ｶ8??50人 ??h擺?人 
4 冩?ｩ???8??6人 
5 傴ﾈ5?ﾈ抦ｧxﾕ｢?,ZOO人 伜仂h擺?人 
6 冓(ｧ傅ﾈｧxﾕ｢?10人 ?ﾘﾟH擺?人 
7 亳y69Zｨｭ?80人 
8 俯X9iVﾉ(hｧxﾕｩY?亊?430人 俥?ﾘ擺?人 
9 冓(ｧ兒ｨｭ?80人 
10 竸ｨ?5ｨ985?ｲ?1人 佶(ﾔ?ﾙ?擺?3人 
ll ?(?魎?0人 
12 俾ﾉ]ｸ支??00人 俾ﾈﾊ兢ｸ支??人 
13 俾ﾈﾊ?I>ﾉ?"?20人 仆8孜?k?ｲ?人 
14 仄ｸ?Zｨｭ?100人 ?ﾉj?ｲ?人 
15 ?8?Zｨｭ?5人 
計 ?,931人 佗b?5人 
精詳繚彊認撥離詣縄鯨欝;羅;;;:: ?? 
1 俾ﾈﾊ?bﾙZｨｭ?-20^ 
2 俾ﾈﾊ?i??ｨｭ?25人 
3 ??ﾈ?68ｬyyﾙ8?8人 
4 亳y69Vﾉ?????｢?0人 
5 ?ﾈｷｹ???0人 
6 佩I}?ﾓ??15人 
7 ?ﾈｷｳｨﾌ)???0人 
8 俾ﾈﾊ?Iv9'H??0人 
9 佶(ﾞﾉ?ﾙﾈ??4人 
汁 ?12人 
合計 ?143人 
注)筆者作成
詫1)七ヶ浜町職員-聞き取り調査を行った.
2)東日本大震災津波合間調香グループによる速報値(平成23年5月22日)
3)自主防災会リーダーの対応について,平成23年3月24日付のAsahi.comに｢迫る津波は想定以
上｢危ない｣リーダー転機60人救う｣という記事が掲載された.
4)ヒヶ浜町における災害対策本部の組織及び分掌事務より.
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3.事例分析
ここで, 2つの事例についで情報の連鎖について分析し,ならびにジョイン&シェアの
取り組みがどのような効果をもたらしたのかを検討する.
1 )自主防災会リーダーの情報連鎖
第1図では,リーダーの判断によって住民の人命が救われたことを示している.その要
因は,高台-の避難とその際にバスを利用して迅速に移動したことである.
各情報の関連性をみると,リーダーS氏は①の段階で防災マップ及びマニュアルに想定され
ていた津波の被害予想と, ②段階で津波の高さに関する情報を比較し,現状の指定避難場
所では不十分であると判断し,より安全な土地-避難することを決めていた.
②段階において,避難してきた住民の人数や年齢のほか,日頃からの付き合いで個人がど
ういった状態かも把握していた.従って, ③における避難を選択したと考えられる.
この事例では,地域住民,特にリーダーが行政や専門家を交えて防災マップやマニュアル
を共に作成する段階において,住民の属性の認知や災害に対する意識を高めていたことで,
■重要な情報を結び付けて,それをもとに避難行動を選択したものと考えられる.
①事前の情報
第1図　自主防災会のリーダーがとった避難行動と情報の連鎖
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2)行政担当者の情報連鎖
①事前の情報
地農.津波の被害 劔七ヶ浜町防災計画職員数168防災専門家,住民 
(宮城県沖地震連動型) 劔園重要重畳EE88 劔人との交流 
各国案臆mSS臆S臆1SS一書SSS 劔劔剪?
避難所数,収容人数 :最大28ヶ所 :13,000人程度 剪? 津波到達時間‥50分程度避難者の運営に充当で 津波の高さ:3m超きる職員:67人以下 劔劔f胃?h柯,ﾈﾌ?R?
l三豊土主塔薗 
8ii一･.-,Ill- 
8虚聞L.轟重量り回りはエーliiiiiiiiiiiiiii--illIIIIIm 劔劔 
②当日の情報＼-∠ 
③地 剩??ｹ数:6,000人超 剪?m以上の津波で沿岸部一帯が壊滅状態 劔 
利用避難所敵:15か所 剪?大規模停電 
域防災責任者の判断 ???
④ ?ﾘ*ﾘ,ﾉ?醜/???ｨ,佰ﾈ*??ﾘ-?ﾉ&Y|ﾙ4??X什Gｩ6B?劔劔 
:避難所配置職員75人 
結果 劔?
最低限の避難所機能を維持.確保 
(食料鯛連に係る人員の確保も可能となる) 
第2図　七ヶ浜町防災担当の0氏が選択した行動と情報の連鎖
注)筆者作成
第2図で特に注目すべき点は,現地の被災状況に合わせた弾力的な職員配置をしたこと
である.情報の連鎖過程をみると, 0氏は, (D段階において,すでに町の防災計画の限界
性を認識していたことに加え,被害の状況や被災した住民の状況について具体的なイメー
ジを持っていた.この認識があったからこそ,既存の計画に固執することなく,現実の情
報を客観的に捉えて行政が有する人的資源を効率的に活用するためのアイディアを生み出
し,そして実行することができたものと考えられる.
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これを可能にしたのも,防災マップや防災マニュアルの策定を通して日頃から住民や専
門家と交流を図り,科学的な分析により災害に対する知識を高めていたことに加え,住民
との話し合いを通して住民の考えや避難行動について理解していたことが考えられる.
4.おわりに
宮城県七ヶ浜町を対象とした事例分析から,以下の3点が明らかになった.
①災害発生時直後の避難行動について,地縁･血縁･精神的連帯などのつながりが自然
発生的に形成され,自治組織の役割の重要性が改めて確認された.
② ｢防災-の無関JLl　と｢正常性バイアス｣について,矢守氏が既存研究で示したよう
に, ｢ジョイン&シェア｣の活動は情報の共有化と認知を高め,現実の状況を正確に把握し
行動する上で有効であることが実証された.
③ ｢ジョイン&シェア｣活動は,住民だけでなく参加した行政も,行政としての災害対応
を行う際に,住民の考えや行動を具体的にイメージすることができる点で効果があること
も明らかになった.
七ヶ浜町における防災対策は,日ごろからの取り組みが大切であること,そしてそこに
は行政が積極的に参加すること,役割や立場という概念から脱却し,一住民として話し合
いの場に加わっていくことが必要であることを物語っている.
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